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事業名 
ブラジル人向けメンタルヘルス相談事業 

 

特徴 心の問題を抱えるブラジル人向けに適切なケアを受けられるようポルトガル語によ

るカウンセリングを行った。  

 事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内有数の外国人集住地区に活動拠点を有するNPO法人ABT豊橋ブラ

ジル協会の施設の一室を利用し、在住ブラジル人のためにブラジル人カ

ウンセラーによるメンタルヘルス相談を実施した。  

同協会は、ブラジル人コミュニティ内で日本人からの偏見の目を恐れ

心に問題を抱えるにも関わらず、表に出せない方の掘り起こしや、相談

事業の広範な周知などを行い、適切なケアを受けられるようカウンセラ

ーによる継続した支援を行った。 

 

実施日：毎週火曜日から土曜日 

開設時間：９時～１８時（火・木・土曜日）（休憩１時間含む） 

     １２時～２１時（水・金曜日）（休憩１時間含む） 

年間相談者数（延べ人数）：１，２９９人 

主な相談内容：婚姻関係、家族関係、鬱など 

 

※受益者負担の観点から、相談料として、１回あたり１，０００円を徴

収。 

 

 事業のポイント 

 

事業の背景・目的 

 

◇心の問題を抱えるブラジル人市民に対

して、ブラジル人専門家によるポルトガル

語でのカウンセリングを実施することで、安

心して相談できる体制を構築した。 

 

◇本市には８千人超のブラジル人が在

住しており、メンタルヘルスに問題を抱

える人も多く存在すると推察される。 

 現に、市内には、メンタルに問題があ

るため就労が困難なブラジル人のため

の授産施設や、発達障害を持つ児童のた

めの放課後デイサービス事業が提供さ

れている。そうした心の問題を抱えるブ

ラジル人市民に対してカウンセリング

を行い、彼らの自立の手助けとなること

を目的とする。 

 

 

 

 

 

相談の様子 ＮＰＯ法人ＡＢＴ豊橋ブラジル協会の事務所 



 

事業実施における工夫点・事業の成果等 

＜工夫点＞ 

・NPO法人 ABT豊橋ブラジル協会のブラジル人コミュ

ニティ内での発信力をフル活用し、事業の広範な周知

を図った。 

・カウンセラーの助言に基づき、カウンセリングを行う

部屋の備品などの配置や部屋の明るさなどを柔らかい

雰囲気にし、相談者が緊張しない空間となるよう、細

部にも気を配った。 

 

＜成果等＞ 

・在住ブラジル人がどのような悩みを抱えているか洗い

出しができた。特に婚姻関係、家族関係、鬱に悩む在

住ブラジル人が多いことが相談実績から確認できた。 

・本事業において軽度の精神疾患者のメンタルヘルスケ

アを実施することで、重症化（精神科医での診療が必

要なレベル）を防ぐことができた。 

・豊橋市外からの相談者も多く、本事業により NPO 法

人 ABT 豊橋ブラジル協会の存在感を示すことにもつ

ながった。 

 

 

 

今後の課題・（コロナ禍の状況を踏まえた）将来に向けての展望等 

今後は、カウンセリング業務だけでなく、ブラジル人

児童・生徒の在籍する学校等を巡回し、精神疾患や発達

障害の早期発見を図り、教員や保護者に対して適切なア

ドバイスを実施することで、学校生活への適応化にも貢

献していきたい。 

 重度の精神疾患者には精神科医への受診をすすめる

必要があるため、市保健所と連携をし、本事業を担当す

る心理カウンセラーが患者の様態について専門家と相

談できる体制を整え、適切な医療ケアへつなげていくこ

とを目指していく。 

 また、本市はブラジル人に次いでフィリピン人が多

く、タガログ語などのポルトガル語以外でのメンタルヘ

ルスケアも実施できるよう、心理カウンセラーの発掘に

努めていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

各市代表による環境活動報告 

（２００７年 承徳市・中国） 

事業担当者のふりかえり 

 ブラジル人コミュニティ内で大きな存在感、影響力を持つＮＰＯと協働で実施したことで、適任のカウン

セラーを確保することができ、ブラジル人市民に対してスムーズに受け入れられることができた。また、

口コミによる反響などから、想定以上にメンタルに問題を抱える人が多いことがわかった。 

 今後は保健所や専門医療機関との連携体制の構築を図るとともに、外国人市民にとっての最適な相談体制

を模索し、日本人同様に安心して暮らせる環境づくりを行っていきたい。 

 

 相談記録（一部抜粋） 

事業広報用チラシ 


